















































ころが，工場団地設立 20年目にあたる 1985年に年間総生産額 90億円超えを
記録したのをピークとして，1980年代後半以降，その額は傾向的に低下するこ
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10 前掲『通商産業政策史』第 15巻，130-131頁。 


























10 前掲『通商産業政策史』第 15巻，130-131頁。 






















年度 機械金属 木材 繊維 雑貨 異業種混合 計
1961 7 1 1 － 1 10
1962 13 3 3 － 1 20
1963 13 6 2 3 1 25































































































組合名 所在地 設立年・月 事業所数 従業員数 主な親工場
日立製作所工業
協同組合
日立市弁天町 1949.6 50 3,311 日立工場，国分工場
日立鉄工協同組
合
日立市桜川町 1951.9 49 4,093 多賀工場，佐和工場
久慈鉄工協同組
合
日立市石名坂町 1957.4 15 1,220 多賀工場，佐和工場
日立製作所国分
協同組合
日立市桜川町 1968.5 20 450 国分工場
水戸工業協同組
合







 1964.4 25 1,083 水戸工場
日立製作所勝田
工業協同組合
勝田市元町 1957.10 18 702 水戸工場，勝田工場
勝田鉄工協同組
合
　 1955.1 13 （630） 　
那珂湊鉄工協同
組合




　（注）  （1） 事業所数，従業員数：1968年時点。
　　　  （2） 勝田鉄工協同組合の従業員数：1960年時点。
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日立製作所『日立製作所史 2』1960年，第 2章および同『日立製作所史 3』1971年，第 3
章による。
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章による。











































































































































27  同地は，もともとは 1960年に日立工場がタービンやコンピュータ部門の工場を建設する目
的で購入したものであった。
28 前掲『多賀工場史』第 3巻，132頁。
29  1968年 2月以前の佐和新工場は多賀工場の分工場となっており，図 1ではその生産額が含
まれている。
44 平　沢　照　雄







器部門の技術革新を加速させるため，気化器に関しては 1965年に米国 Holley 
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役職 事業所名 代表者名 業種
団地診
断企業
1 理事長 五来製作所 五来清 プレス加工，抜型製作 ○
2 理事 ㈱関東精機製作所 佐藤良蔵 プレス抜型，治工具，プレス加工 ○
3 理事 宇佐美鉄工所 宇佐美秋広 切削関係一切 ○





5 理事 ㈲沢入製作所 沢入栄 切削，電工捲線組立，モートル組立 ○
6 監事 ㈲三友製作所 加藤木友三 工業計器，電装品，試験器製造 ○
7 監事 ㈱川村鉄工所 川村武次 製缶，プレス，塗装 ○
8 組合員 ㈲沢平鉄工所 沢平勉 各種ネジ製造 ○
9 組合員 島屋製作所 斉藤正寿 治工具，金型製造 ○
10 組合員 水木電工社 荒川光雄 モータ捲線組立 ○
11 組合員 住友合成工業所 住谷勝宗 プラスチック製造 　
12 組合員 共立工業所 柴田千松 セラミック原料製造 ○
13 組合員 佐藤鉄工所 佐藤誠 家電品，電装品，試作一式 ○
14 組合員 宮本製作所 宮本栄之助 切削関係一切 ○
15 組合員 大内製作所 大内章臣 捲線，小型モーター部品製造組立 　
16 組合員 久慈工業所 川村義雄 製缶熔接 　
17 組合員 ㈲宇佐美機械製作所 宇佐美栄十 切削加工，製缶熔接 ○
18 組合員 ㈲鹿志村鉄工所 鹿志村勇次郎 切削加工 　
19 組合員 ㈲中谷製作所 中谷初太郎 切削加工 　
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企業数 構成比（％） 企業数 構成比（％） 企業数 構成比（％）
1945以前 17 37.8 9 20.5 4 28.6
1946-1955 22 48.9 20 45.5 5 35.7
1956-1965 2 4.4 13 29.5 4 28.6
1966以降 0 0.0 1 2.3 1 7.1
不明 4 8.9 1 2.3 － －
計 45 100.0 44 100.0 14 100.0










































久慈鉄工協同組合 12 3 15 161.4 149.8 92.8 1,035 935 90.3
日立鉄工協同組合 43 6 49 604.5 546.6 90.4 3,819 3,319 86.9
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（資本金：万円）  　 株式 有限 合資
200以下 2 4.3 1 1 　
200-300 18 39.1 11 7 　
301-500 6 13.0 5 1 　
501-800 6 13.0 4 1 1
801-1,200 5 10.9 5 　 　
1,201-2,000 1 2.2 1 　 　
2,001-3,000 3 6.5 3 　 　
3,001-8,000 1 2.2 1 　 　
小計 42 91.3 31 10 1













企業数 構成比 （％） 企業数 構成比 （％） 企業数 構成比 （％）
30以下 9 20.0 5 11.4 4 28.6
30-49 16 35.6 15 34.1 3 21.4
50-99 9 20.0 10 22.7 4 28.6
100-199 6 13.3 7 15.9 2 14.3
200以上 4 8.9 6 13.6 1 7.1
不明 1 2.2 1 2.3 - -
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久慈鉄工団地起工式 :日立製作所多賀工場設備課の設計監督のもとに 1963年～ 65年
度の 3ヶ年計画で着工
建設工事は分離発注方式をとり，日産建設株式会社外 10数社がこれにあたる
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旧施設 団地内 合計 （B）
（1） 実質的に全面移転
した企業
12 2,270 0 3,349 3,349 147.5
（2） 経営の主力が団地
外にある企業
2 696 592 381 973 139.8
総 数  （1+2） 14 2,966 592 3,730 4,322 145.7
（資料）茨城県商工労働部『久慈鉄工団地運営診断報告書』1967年より作成。
　（注）（1） 旧施設：全面移転した企業に関しては移転後ゼロとした。
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年次 1963 1964 1965 1966
固定資産額（1963年 =100） 100.0 122.4 132.2 169.3
固定比率 136.8 180.2 171.8 191.5
固定長期適合率 115.7 128.1 116.9 131.2




　 抽出企業数 移転前 （A） 移転後 （B） B/A （％）
総資本額 （千円） 4 283,732 398,107 140.3 
機械台数 （台） 7 449 559 124.5 
従業員数 （人） 14 823 991 120.4 































B/b （％） 計 （C） C/c （％）
男性 42 503 545
団地内 56 161.9 570 126.8 626 139.3
旧施設 12 （133.3） 121 （113.3） 133 （114.9）
女性 31 247 278
団地内 44 174.2 321 150.0 365 169.4
旧施設 10 （141.9） 96 （130.0） 106 （131.3）
合計 73 750 823
団地内 100 167.1 891 134.6 991 149.5
旧施設 22 （137.0） 217 （118.8） 239 （120.4）
（資料）茨城県商工労働部『久慈鉄工団地運営診断報告書』1967年より作成。
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51  実際，調査結果によれば，組合企業の出勤率は，集団化前の 90％前後から 95～ 97％へと
上昇した。 
52 残りの 4社は不変と回答した（前掲『久慈鉄工団地運営診断報告書』72頁）。
53  1965年 10月～ 1966年 9月の 1年間で購入額をみた場合，鋼材，油脂類，工具関係が，そ
れぞれ 78％，12％，10％を占めていた（同上，39頁）。 
54 同上，69頁。
55  なお表 16の 1968年度共同受注分 （A） に関しては，241,834千円の誤植の可能性がある。こ
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年度 1965 1966 1967 1968
共同受注分 （A） 68,946 107,185 165,474 141,834
1965年＝ 100 100 155 240 206
組合受注総額 （B） 890,471 1,157,535 1,599,241 2,039,988
A/B（％） 7.7 9.3 10.3 7.0
（資料） 茨城県商工労働部『久慈鉄工協同組合工場集団化第 2次事業計画診断書』1969年より作成。
　（注）（1）受注額：単位 千円。













（3） 2つの親工場（多賀工場，佐和工場）別の組織（第 1および第 2事業部）
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内組合各社は，1969～ 1972年の 4年にわたり，毎年計 1,000万円の増資（株
式引受）を続けた。その間，協和製作所は，1970年 4月には久慈鉄工組合企業
である水木電工社を，1972年 9月にはやまか電機製作所を相次いで合併するに
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設 立 1969年 12月
住 所 日立市石名坂町（久慈鉄工団地内）





監 査 役 佐藤良蔵（関東精機製作所）
資 本 金 4,000万円（1972年 12月時点）
































































































に関しては，ごく限られた情報にとどまるが，1974年 277人→ 1976年 246人












小型モータ 79％に対して自動車部品 21％であった（表 18）。これに対して分











































































































































































































A Mass Relocation Project and Business  
Development of a Cooperative Association
in Company Town Hitachi, Japan:
A Case Study of the Kuji Tekko Cooperative Association
HIRASAWA, Teruo (Professor of Tsukuba University)
SUMMARY
The purpose of this paper is to examine organized business development by 
the Kuji Tekko Cooperative Association (KTCA), which is one of the cooperative 
associations organized by subcontractors in Company Town Hitachi, Japan. In 
this case, we can identify the KTCA’s business development in the following 
two periods: [1] from the 1960s to early 1980s, and [2] after the latter half of the 
1980s. The former period is the time when KTCA’s activity became active to link 
expansion of the business with parent factories (the Taga and Sawa factories of 
Hitachi Seisakusho Ltd.). The latter is the period during which it explored new 
trading relations beyond the parent factories because the business with them tended 
to decrease.
In this paper, we focus on the first period and examine the following points: (a) 
backgrounds and process of the construction of the factory park (the Kuji Tekko 
Danchi) and the mass relocation project, (b) management reform by KTCA’s 
members, (c) development of joint businesses by the KTCA, and (d) establishment 
of a jointly-owned company (Kyowa Seisakusho Co., Ltd.) and its growth. Through 
these analyses, we clarified that KTCA built coexistence and co-prosperous relations 
with the parent factories and contributed to the growth of its member companies 
while linking such growth to that of the parent factories.   
 
